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１　石川町の概況 

 

（１）位置、地勢 

 

本町は、福島県中通り地方南部の石川郡中央に位置し、３０km 圏内には白河市、

須賀川市、郡山市があり、県庁所在地である福島市までは概ね７０km の距離に 

ある。 

町の面積は、東西 １８．９km、南北 １８．３km の中に １１５．７１ｋ㎡を

有しており、福島県の面積のおよそ０．８４%である。 

標高は２７０ｍから５７０ｍで、町の北西部の阿武隈川、社川流域に広がる 

比較的標高の低い平坦な地域と、町の中東部、阿武隈高地の西端となる中山間地

に二分される。この中山間地を流れる北須川と今出川流域に市街地が形成され、

両河川が合流する町の中央部に、商業施設、文教施設などが集中している。 

地質的には、町の東側半分は御斉所・竹貫変成岩、西側半分は花崗岩類が分布

している。これら二つの異なる岩石が接するところにあるため大変複雑な地質 

構造となっており、多種多様な岩石と鉱物が産出される地域となっている。 

 

 

（２）歴史 

 

本町の歴史は、古くは１万５千年前の旧石器時代後期の遺跡が確認されており、

ほかにも、縄文、弥生時代の遺跡も多数発掘されている。文献では、平安時代に 

編纂された和名類聚抄（９３１年～９３８年）に、初めて石川の地名を確認する

ことができる。 

街並みが作られたのは、源有光が前九年の役（１０５１年～１０６２年）の後、

石川庄に土着し、下泉の地に三芦城を築き、城下町を作ったことに始まる。 

江戸時代になると、領主が目まぐるしく代わり、百姓一揆や世直し一揆がたび

たび発生したが、御斉所街道、常陸街道の宿場町、市場町として栄えた。 

明治８年（１８７５年）には、自由民権運動の先駆けとなる「有志会議」が 

結成され、明治１１年（１８７８年）、河野広中らを中心に関東以北最初の政治

結社である「石陽社」が設立され、多くの民権家を生んだことから、自由民権 

発祥の地と称されている。明治２５年（１８９２年）には、石川義塾（現在の 

学校法人石川高等学校）が設立され、現在まで多くの人材を輩出している。 

その後、昭和３０年（１９５５年）に、（旧）石川町、沢田村、山橋村、中谷

村、母畑村、野木沢村の１町５村が合併し現在の石川町となった。 
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（３）交通 

 

主要道路としては、町を縦断する国道１１８号が、北は須賀川市、郡山市へと

至り、南は茨城県水戸市までのアクセスを可能としている。また、町の中心部を

起点に、西へは主要地方道白河石川線が、東へは主要地方道いわき石川線が走り、

阿武隈地域南部の交通の要衝となっている。 

平成１３年には、東北自動車道の矢吹ＩＣと磐越自動車道の小野ＩＣを結ぶ 

福島空港道路（あぶくま高原道路）の開通に伴い、町の北端に石川母畑ＩＣが 

設置されるなど、主要高速道路へのアクセスも強化されている。 

鉄道網としては、ＪＲ水郡線が国道１１８号に沿って南北に走り、町中央部の 

ＪＲ磐城石川駅と北西部のＪＲ野木沢駅を多くの町民が利用している。 

 

　○役場庁舎の位置 

　　〒963-7893　福島県石川郡石川町字長久保１８５番地の４ 

　　　　　　　　TEL ０２４７－２６－２１１１ 

　　　　　　　　FAX ０２４７－２６－０３６０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 福島空港から車で１５分 

東北自動車道白河ＩＣから車で４５分、須賀川ＩＣから車で３０分 

あぶくま高原道路石川母畑ＩＣから車で１５分 

常磐自動車道いわき湯本ＩＣから車で６０分 

東北新幹線新白河駅から車で４０分、バスで６０分 

郡山市から車で５５分、バスで５０分、ＪＲ水郡線で５０分 

水戸市から車で１５０分、ＪＲ水郡線で１４０分
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（４）人口、世帯数等 

 

 

 

 

２　議員 

（１）党派別議員数 

 

　　※会派はなし 

 

（２）年齢別議員構成 

○最年少３９歳　　○最年長８１歳　　○平均年齢６６．４歳 

 

（３）期数別議員構成 

 

 

（４）任期 

　　　令和５年９月１５日～令和９年９月１４日 

 

 

 

 

 項 目 内 容 備 考
 人 口 総数　　１３，４８６ 人 

男　　　６，７１２ 人 

  　女　　　６，７７４ 人

令和7年4月1日現在 

住民基本台帳人口

 世 帯 数 ５，７２９ 世帯
 面 積 １１５．７１ ｋ㎡
 産 業 構 造 

（令和２年国調）

第１次産業 

第２次産業 

第３次産業 

合 計

　　　　７９０ 人 （ １０．２ ％ ） 

　　２，７６８ 人 （ ３５．９ ％ ） 

　　４，１５４ 人 （ ５３．９ ％ ） 

  　７，７１２ 人

 
条例定数 現 在 数

党 派
 無所属
 １４ １４ １４

 年 齢 ～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～
 人 員 １ １  　　  　　１ １１

 期 数 １ 期 ２ 期 ３ 期 ４ 期 ５ 期 ６ 期
 人 数 ６ ２ ５ １
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３　議会日程 

 

 

 

４　議会の運営 

 

 

 

 曜日 日次 標 準 会 期
 水 前８ 招集告示　招集通知　正副議長への議案説明　 

議会運営委員会招集通知　一般質問通告受付　議案等の写しの 

配布
 木 前７  一般質問通告締切（正午） 議会運営委員会（午後） 

議会運営委員への議案説明
 木 初日  本会議　開会（議案、方針等提案　委員会設置・付託）
 金 ２日  休　会
 土 ３日  休　会
 日 ４日  休　会
 月 ５日  本会議　一般質問
 火 ６日  本会議　一般質問
 水 ７日  常任委員会
 木 ８日  特別委員会
 金 ９日 特別委員会
 土 10日  休　会
 日 11日  休　会
 月 12日 特別委員会
 火 13日  本会議　閉会

 区 分 事 項
 招 集  ○告示　○議案等の写しの配付
 議会運営委員会 

（招集日の前７日）

 ○一般質問締切（正午） 

 ○会期日程等
 本 会 議 

（初　日）

 開会 

 ○議会運営委員長の報告　○会議録署名議員の指名 

 ○会期の決定　○諸般の報告　○行政報告 

 ○議案の上程及び提案理由の説明　 

○常任委員会への付託　 

〇特別委員会の設置及び付託
 本 会 議  ○一般質問
 委 員 会  ○付託された事件の審査（報告書の作成、提出）
 特 別 委 員 会  ○付託された事件の審査（報告書の作成、提出）
 本 会 議 

（最終日）

 ○常任委員長報告　〇特別委員長報告 

○質疑　○討論　○採決 

 閉会
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５　本会議開会状況（令和６年１月～令和６年１２月） 

 

（１）定例会 

 

 

 

（２）臨時会 

 

 

 

（３）案件の内訳 

 

 

 

６　一般質問 

 

（１）通 告 制〔開会前７日の正午までに題名と要旨を議長に通告する〕 

（２）質問時間〔質問、答弁合わせて１時間程度〕 

（３）質問方式〔一問一答方式〕 

 

 

 

 

 

 会 期 日 数 会 議 日 数 一般質問者数 質問事項 傍 聴 者 数
 ３月定例会 １３ ８ １０ ２６ １０１
 ６月定例会 ６ ３ ０ ０ １３
 ９月定例会 １４ ８ ９ ２３ ５６
 12月定例会 ８ ５ ９ ２４ ８７
 計 ４１ ２４ ２８ ７３ ２５７

 会 期 日 数 会 議 日 数 傍 聴 者 数
 ２月臨時会 １ １ ０
 ５月臨時会 １ １ １７
 ６月臨時会 １ １ ２
 計 ３ ３ １９

 条例 予算 決算 専決 その他 規則 意見書 決議 合計
 

町長 

提出

定例会 ３０ ２８ ９ １ １１ ０ ０ ０ ７９
 臨時会 ０ ０ ０ １ １ ０ ０ ０ ２
 計 ３０ ２８ ９ ２ １２ ０ ０ ０ ８１
 

議員 

提出

定例会 １ ０ ０ ０ ２ ０ ３ ０ ６
 臨時会 ０ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ２
 計 １ ０ ０ ０ ４ ０ ３ ０ ８
 合計 ３１ ２８ ９ ２ １６ ０ ３ ０ ８９
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７　請願・陳情 

 

 

（１）請願は常時受理し、所管の常任委員会に付託し審査する。 

（２）審査結果は、本会議最終日に委員長が報告する。 

（３）請願等の審議結果は、議会広報で周知する。 

（４）陳情又はこれに類するもので、議長が必要と認めるものは請願の例により処理

する。 

それ以外については議会運営委員会に諮って、その写しを印刷して議員に配付

し、趣旨の周知を図る。 

 

８　常任委員会 

 

 

（１）委員会中心の議会運営 

（２）議案等については、所管の常任委員会に付託する。 

（３）予算（当初、補正）及び決算関係は、定例会にその都度設置する「予算（決算）

審査特別委員会」に付託し、審査する。 

（４）本会議において委員長の報告後、議決する。 

（５）常任委員会及び予算（決算）審査特別委員会においては、所管の課長、課長 

補佐、係長出席のもと、細部にわたり審査する。 

 

 

  　　　　受理件数 採 択 趣旨採択 一部採択 不採択 審議未了 継続審査 保 留 取　下
 請願 ４ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １
 陳情 ４ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０
 計 ８ ３ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０

 名称 所管 定数 任期 付託事件
 総務産業建設 

常任委員会

総務課、企画商工課、 

税務課、農政課、都市建設課、 

監査委員、農業委員会、水道事業所、 

他の委員会に属さない事務 

７人 ２年 条例、その他の

議決事件（人事

案件を除く） 

 

請願、陳情
 文 教 厚 生 

常任委員会

町民課、防災環境課、 

保健福祉課、教育委員会 

 

 

７人

 広 報 

常任委員会

議会の広報に関する事務 

 

 

 

６人
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９　議会運営委員会 

 

 

 

10　特別委員会 

 

 

 

11　議員全員協議会 

　　議員の全員で構成し、議案の審査又は議会の運営に関し協議又は調整を行う。 

町執行部から事務事業、政策等に関する説明を受ける。 

・定例議員全員協議会（４月、７月、１０月、１月：月末最終水曜日） 

　　・定例会時議員全員協議会（６月、９月、１２月、３月） 

 

 

12　議会報告会・各種団体との意見交換会 

　 

議会報告会は、町民の議会参加をより一層促進するため、議会活動の状況を町民

に直接報告・説明し、町政に関する情報の提供に努めるほか、議会活動に対する 

意見や町政に対する提言などを話し合い、政策の実現につなげていくことを目指し、 

平成２２年度から実施している。 

　また令和３年度からは、より少人数の参加者で開催できるよう、各種団体との意

見交換会を開催している。 

 

令和５年度 石川町議会と各種団体との意見交換会　開催日：令和6年2月8日 

 

 

 設置年月日 定数 任期 所 管 事 務
  平成３年９月２７日  ５人  ２年  １．議会運営に関する事項 

 ２．会議規則、委員会条例に関する事項 

 ３．議長の諮問に関する事項

 名　称 設置年月日 定数 所 管 事 務
 予算（決算）審査 

特別委員会

平成３０年１２月定例

会から、各定例会ごと

に設置。

１３

人

予算（補正及び予算の専決処分

を含む）並びに決算の審査

 主たる開催事由（令和6年1月～12月） 開 催 回 数
 議 会 独 自 の 協 議 ・ 意 見 調 整 ２
 本会議の審議に伴う協議・意見調整 ０
 長による事前説明及び意見の聴取 １３
 計 １５

 会場 参加者数 意見交換団体及びテーマ
 

県立石川高校 １６

県立石川高校生 

　"県立石川高校の魅力アップ" 

「将来も県立石川高校が存続するために必要なこと」
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令和６年度 石川町議会と各種団体との意見交換会　開催日：令和6年12月20日 

 

13　議会モニター 

　 

　　議会運営、広報等についての意見等を聴取し、議会をより円滑で開かれたものに 

するため、令和４年７月に議会モニター１４名を委嘱。任期は２年。（R6.7満了） 

　　令和６年度は、議会傍聴・U-tube配信動画閲覧アンケートを実施 

　　令和７年度においては、前年度に行ったアンケート、モニター意見等総括を元に、

未整理の意見等を整理すると合わせて、新たな議会モニターの運営方針を検討し、

新規募集を行うこととする。 

 

14　議会費予算（令和7年度当初） 

（単位：千円） 

 

15　報酬・費用弁償等 

 

（１）議員等 

 

 

 会場 参加者数 意見交換団体及びテーマ
 

県立石川高校 １２

県立石川高校生 

　「特色ある学校」構内行事の活性化 

「資格・カリキュラム」就職などに有利な資格の取得」

 
区　分 予算額 内訳等

 
１　議員報酬等 ６５，０８１ 議員報酬、期末手当、共済費

 
２　職員給与等 １８，４０８ 職員給与、各種手当、共済費

 

３　議会運営経費 ６，９７３

　報償費、旅費、議長交際費 

　需用費、役務費、会議録調整委託 

システム保守委託料、システム賃借料 

各種負担金
 

４　議員研修経費 ２，１４１
　報償費、旅費、会場、バス借り上げ料 

　研修・講習参加負担金等
 

５　議会だより発行経費 １，１８８ 　印刷製本費

 
議会費合計 Ａ ９３，７９１

 一般会計予算歳出合計 Ｂ　９，６１８，９２４ 

議会費構成比　Ａ/Ｂ　０．９８％

 区 分 報 酬 月 額 報酬改正年月日
 議 長 ３２０，０００円　　 平成９年１０月１日
 副 議 長 ２５２，０００円　　
 議 員 ２３５，０００円　　
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（２）町長等 

 

 

 

 

（３）費用弁償 

１日　　１，５００円 

　　①支給する会議　　　本会議、常任委員会、議会運営委員会、特別委員会 

　　②支給しない会議　　議員全員協議会等 

 

 

（４）期末手当 

報酬月額×支給率 

 

 

 

16　議員研修 

（１）議員研修　　　　　　全国町村議会議長会主催　　　　　　　　年１～２回 

　　　　　　　　　　　　　福島県町村議会議長会主催　　　　　　　年２～３回 

　　　　　　　　　　　　　石川地方町村議会議長会、町議会主催　　年６～７回 

 

（２）委員会研修　　　　　先進地視察（閉会中の所管事務調査）　 

委員会毎に年１回 

 

 区 分 金 額 旅費改正年月日
 日 当 ２，０００円　　 平成１５年４月１日
 宿泊料（甲地方） １４，８００円　　
 宿泊料（乙地方） １３，３００円　　

 区 分 給 料 月 額 給料改正年月日
 町 　 長 ７９８，０００円　　 平成１０年４月１日
 副 町 長 ６３９，０００円　　
 教 育 長 ５９８，０００円　　

 区 分 金 額 旅費改正年月日
 日 　 当 ２，０００円　　 平成１５年４月１日
 宿泊料（甲地方） １４，８００円　　
 宿泊料（乙地方） １３，３００円　　

 支給月 ６月 １２月 合　　計
 支給率 100分の172.5 100分の172.5 100分の345



議会の概要【令和 7年４月】 

- 10 -

17　議会刊行物 

（１）会議録　　　　　会議録は全文を録音のうえ、業者に委託して作成し、議会 

　　　　　　ホームページに掲載している。 

（２）議会の広報　　　議会の活動状況を町民に知らせるため、本会議、委員会等の

内容を掲載している。（石川町議会だより(年４回発行)） 

 

（３）例規集　　　　　議会の能率的かつ円滑な運営に資するため、町の例規集を 

　　　　　　　　　　議員全員に貸与している。 

 

18　議会事務局職員 

 

職員数　　現員　３人 

事務局長　　　　１人（監査委員事務部局書記を併任） 

次長兼議事係長　１人（監査委員事務部局書記を併任） 

書　　記　　　　１人（監査委員事務部局書記と併任） 
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19　歴代議長副議長一覧表 

【正副議長の任期４年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回 氏　　名 就任年月日 退任年月日
 

議　
　
　

長

初代 有 松 安 一 郎 昭和30年 4月 1日 昭和30年 9月14日
 ２ 大 竹 謙 蔵 昭和30年 9月15日 昭和34年 4月 3日
 ３ 矢 内 善 貞 昭和34年 4月28日 昭和34年 9月14日
 ４ 矢 内 善 貞 昭和34年 9月15日 昭和38年 9月14日
 ５ 鈴 木 秀 次 昭和38年 9月16日 昭和42年 4月18日
 ６ 桑 沢 辰 治 昭和42年 6月 6日 昭和42年 9月14日
 ７ 永 沼 幸 吉 昭和42年 9月16日 昭和46年 9月14日
 ８ 永 沼 幸 吉 昭和46年 9月17日 昭和50年 6月24日
 ９ 遠 藤 照 義 昭和50年 6月24日 昭和50年 9月14日
 １０ 深 谷 寿 章 昭和50年 9月17日 昭和54年 9月14日
 １１ 我 妻 滋 夫 昭和54年 9月17日 昭和58年 9月14日
 １２ 二 瓶 重 隆 昭和58年 9月16日 昭和62年 9月14日
 １３ 二 瓶 重 隆 昭和62年 9月16日 昭和63年10月28日
 １４ 郷 　 泰 隆 昭和63年10月28日 平成 3年 9月14日
 １５ 郷 　 泰 隆 平成 3年 9月17日 平成 7年 9月14日
 １６ 我 妻 滋 夫 平成 7年 9月18日 平成11年 9月14日
 １７ 角 田 美 公 平成11年 9月17日 平成15年 9月14日
 １８ 酒 井 利 治 平成15年 9月17日 平成19年 9月14日
 １９ 大 野 　 峯 平成19年 9月19日 平成23年 9月14日
 ２０ 大 野 　 峯 平成23年 9月20日 平成27年 9月14日
 ２１ 下 山 田 和 雄 平成27年 9月15日 令和元年 9月14日
 ２２ 草 野 伝 明 令和元年 9月17日 令和 5年 9月14日
 ２３ 近 内 雅 洋 令和 5年 9月15日
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 回 氏　　名 就任年月日 退任年月日
 

副　

議　

長

初代 高 原 庄 勝 昭和30年 4月 3日 昭和30年 9月14日
 ２ 鈴 木 直 治 昭和30年 9月15日 昭和34年 9月14日
 ３ 桑 沢 辰 治 昭和34年 9月15日 昭和38年 9月14日
 ４ 桑 沢 辰 治 昭和38年 9月16日 昭和42年 6月 6日
 ５ 永 沼 幸 吉 昭和42年 6月 6日 昭和42年 9月14日
 ６ 竹 島 　 翠 昭和42年 9月16日 昭和44年12月23日
 ７ 遠 藤 照 義 昭和45年 3月 7日 昭和46年 9月14日
 ８ 佐 藤 光 一 昭和46年 9月17日 昭和50年 1月31日
 ９ 深 谷 寿 章 昭和50年 2月15日 昭和50年 9月14日
 １０ 曽 根 文 雄 昭和50年 9月17日 昭和54年 9月14日
 １１ 近 内 　 繁 昭和54年 9月17日 昭和58年 9月14日
 １２ 西 牧 政 信 昭和58年 9月16日 昭和62年 9月14日
 １３ 郷 　 泰 隆 昭和62年 9月16日 昭和63年10月28日
 １４ 小 針 重 良 昭和63年10月28日 平成 3年 9月14日
 １５ 円 谷 安 清 平成 3年 9月17日 平成 7年 9月14日
 １６ 曽 根 文 彦 平成 7年 9月18日 平成11年 9月14日
 １７ 秋 山 　 孝 平成11年 9月17日 平成15年 9月14日
 １８ 矢 内 清 一 平成15年 9月17日 平成19年 9月14日
 １９ 谷 健 市 平成19年 9月19日 平成22年12月31日
 ２０ 中 村 孝 太 郎 平成23年 3月 3日 平成23年 9月14日
 ２１ 二 瓶 義 雄 平成23年 9月20日 平成27年 9月14日
 ２２ 山 田 英 重 平成27年 9月15日 令和元年 9月14日
 ２３ 近 内 雅 洋 令和元年 9月17日 令和 5年 9月14日
 ２４ 乾 　 初 美 令和 5年 9月15日



議会の概要【令和 7年４月】 

- 13 -

20　石川町議会の沿革 

 
 

昭和３０年　３月 ・町村合併により石川町誕生
 

昭和３０年　４月 ・石川町議会委員会条例制定 

常任委員会６委員会、議員定数９６人
 

昭和３０年　９月 ・議員定数９６人を３０人に改め委員会条例の一部を改正 

・委員会の委員の数を改正し、２委員会を兼務する。 

・議長、副議長は委員とならない。 

・任期は、２年と明示する。
 

昭和４２年　７月 ・議員定数３０人を２０人に改正
 

昭和４２年　９月 ・常任委員会を総務５人、建設５人、民生文教５人、産業

５人に改正
 

昭和５４年　８月 ・委員の任期を２年から４年に改正
 

昭和６２年　７月 ・委員会条例を全面改正。（標準委員会条例に合わせる。） 

・委員の任期を４年から２年に改正
 

平成　５年　３月 ・石川町議会政治倫理要領の決議について可決
 

平成　６年　６月 ・石川町における国営総合農地開発事業特別委員会設置 

・石川町水・ゴミ問題調査特別委員会設置
 

平成　７年　６月 ・常任委員会を総務６人、産業建設７人、文教厚生７人に

改正
 

平成１４年　３月 ・石川町議会議員定数調査特別委員会設置
 

平成１４年１２月 ・議員定数２０人を１８人に改正 

・常任委員会の定数を、総務６人、産業建設６人、文教厚

生６人とする。
 

平成１８年１０月 ・石川町水道用水需要動向調査特別委員会設置
 

平成１９年　３月 ・議員定数１８人を１４人に改正
 

平成１９年　６月 ・常任委員会を総務産業建設（定数７人）及び文教厚生（定

数７人）の２委員会とする。
 

平成１９年１０月 ・議会広報編集特別委員会設置
 

平成１９年１２月 ・議会活性化推進委員会設置
 

平成２２年　２月 ・議会活性化推進委員会、第３次答申書（最終）を提出
 

平成２２年　５月 ・第１回議会報告会を開催
 

平成２３年１１月 ・原発事故に伴う風評被害対策特別委員会設置
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平成２４年　３月 ・議会基本条例制定特別委員会設置

 
平成２４年　５月 ・第２回議会報告会を開催

 
平成２５年１０月 ・第３回議会報告会を開催

 
平成２６年１０月 ・第４回議会報告会を開催

 
平成２８年　８月 ・新庁舎移転に伴い議場閉場式を開催

 
平成２８年　９月 ・新庁舎落成に伴い新議場開場式並びに新議場の完成を祝

う「議場コンサート」を開催
 

平成２９年　１月 ・第５回議会報告会（議会報告会と町民の意見を聞く会）

を開催
 

平成２９年１０月 ・町長に政策提言書を提出
 

平成３０年　１月 ・第６回議会報告会（議会報告会と町民の意見を聞く会）

を開催
 

平成３０年１２月 ・町長に政策提言書を提出
 

平成３１年　１月 ・第７回議会報告会（議会報告会と町民の意見を聞く会）

を開催
 

令和元年　  ６月 ・広報常任委員会設置
 

令和　２年　１月 ・第８回議会報告会（議会報告会と町民の意見を聞く会）

を開催
 

令和　２年　３月 ・議会基本条例特別委員会設置
 

令和　２年　４月 ・町長に政策提言書を提出
 

令和　２年　６月 ・石川町議会ＢＣＰ（業務継続契約）を策定
 

令和　２年　９月 ・議会中継（ライブ・録画）インターネット配信開始
 

令和　３年　４月 ・議会主催議員全員協議会を年４回定例化(4･7･10･1 月)
 

令和　３年　６月 ・議会一般質問様式の変更（説明文及び答弁者の記載） 

・議員にタブレットを導入 

・各種議員通知をタブレットにより送信 

・議案書・予算書等をタブレットに掲載 

・行政報告、提案理由のデータを議員タブレットに送信 

・各議員一般質問の基本答弁を全議員タブレットに送信
 

令和　３年　７月 ・第１回各種団体との意見交換会を開催（保育所等保護者

会、商工会青年・女性部、認定農業者会）
 

令和　４年　４月 ・石川町議会基本条例施行
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21　石川町議会受賞歴（主な受賞歴） 

 

 

22　財政状況 

（１）令和７年度会計別予算 

　　○普通会計（一般・特別） 

（単位：千円、％） 

 

　　○企業会計 

（単位：千円、％） 

 

 
令和　４年　７月 ・石川町議会モニター７名に委嘱状を交付

 
令和　４年１１月 ・第２回各種団体との意見交換会を開催（自治センター 

事務長、消防団分団長、石川地区商店主(後継者)）
 

令和　６年　２月 ・第３回各種団体との意見交換会を開催（県立石川高校の

１～２年生）

 昭和４６年　２月 
 

昭和４６年　６月 
 

平成　３年　２月 
 

平成１８年　６月 
 

平成２２年　２月

・全国町村議会議長会表彰 
 

・福島県町村議会議長会表彰 
 

・全国町村議会議長会広報全国コンクール入選 
 

・福島県町村議会議長会表彰 
 

・全国町村議会議長会表彰

 区　分 ７年度 ６年度 比　較 増減率
 一 般 会 計 9,618,924 8,280,274 1,338,650 16.2
 国民健康保険特別会計 1,586,600 1,633,521 △46,921 △2.9
 後期高齢者医療特別会計 221,696 213,915 7,781 3.6
 介 護 保 険 特 別 会 計 1,882,073 1,881,420 653 0.0
 母畑財産区特別会計 689 696 △7 △1.0
 中谷財産区特別会計 427 434 △7 △1.6
 土地開発事業特別会計 9,718 16,743 △7,025 △42.0
 宅地造成事業特別会計 25,534 5,851 19,683 336.4
 合　計 13,345,661 12,032,854 1,312,807 10.9

 区　分 ７年度 ６年度 比　較 増減率
 

水
道
事
業
会
計

収 益 的 収 入 368,517 369,957 △1,440 △0.4
 収 益 的 支 出 367,191 369,948 △2,757 △0.7
 差　引 1,326 9
 資 本 的 収 入 94,563 247,438 △152,875 △61.8
 資 本 的 支 出 195,810 293,236 △97,426 △33.2
 差　引 △101,247 △45,798
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（２）令和７年度一般会計予算 

　　 

○歳入（款別） 

（単位：千円） 

　　 

　　○歳入（財源内訳） 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 
科　目

７年度 ６年度 比　較
 予算額 構成比 予算額 構成比 予算額 増減率
 １町 税 1,692,705 17.6 1,640,748 19.8 51,957 3.2
 ２地方譲与税 112,801 1.2 113,063 1.4 △262 △0.2
 ３利子割交付金 400 0.0 523 0.0 △123 △23.5
 ４配当割交付金 5,460 0.1 5,156 0.1 304 5.9
 ５株式等譲渡所得割交付金 6,375 0.1 3,612 0.0 2,763 76.5
 ６法人事業税交付金 32,361 0.3 27,130 0.3 5,231 19.3
 ７地方消費税交付金 397,370 4.1 379,878 4.6 17,492 4.6
 ８自動車税環境性能割交付金 9,913 0.1 6,722 0.1 3,191 47.5
 ９自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0
 10地方特例交付金 8,301 0.1 91,300 1.1 △82,999 △90.9
 11地方交付税 3,207,081 33.3 2,980,096 36.0 226,985 7.6
 12交通安全対策特別交付金 1,108 0.0 1,169 0.0 △61 △5.2
 13分担金及び負担金 49,568 0.5 48,591 0.6 977 2.0
 14使用料及び手数料 44,213 0.5 44,451 0.5 △238 △0.5
 15国庫支出金 1,342,757 14.0 636,653 7.7 706,104 110.9
 16県 支 出 金 648,595 6.7 532,992 6.4 115,603 21.7
 17財 産 収 入 9,102 0.1 9,254 0.1 △152 △1.6
 18寄 附 金 26,001 0.3 26,003 0.3 △2 0.0
 19繰 入 金 555,685 5.8 594,561 7.2 △38,876 △6.5
 20繰 越 金 48,646 0.5 1 0.0 48,645
 21諸 収 入 154,681 1.6 156,498 1.9 △1,817 △1.2
 22町 債 1,265,800 13.1 981,872 11.9 283,928 28.9
 合　計 9,618,924 100.0 8,280,274 100.0 108,095 16.2

 
科　目

７年度 ６年度 比　較
 予算額 構成比 予算額 構成比 予算額 増減率
 一 般 財 源 6,080,164 63.2 5,856,913 70.7 223,251 3.8
 特 定 財 源 3,538,760 36.8 2,423,361 29.3 1,115,399 46.0
 合　計 9,618,924 100.0 8,280,274 100.0 1,338,650 49.8
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○歳出（款別） 

（単位：千円） 

 

○歳出（性質別） 

（単位：千円） 

 
科　目

７年度 ６年度 比　較
 予算額 構成比 予算額 構成比 予算額 増減率
 １議 会 費 93,791 1.0 93,984 1.2 △193 △0.2
 ２総 務 費 1,362,121 14.2 1,094,092 13.2 268,029 24.5
 ３民 生 費 2,244,708 23.3 2,135,458 25.8 109,250 5.1
 ４衛 生 費 849,499 808 787,732 9.5 61,767 7.8
 ５労 働 費 1,754 0.0 2,365 0.0 △611 △25.8
 ６農林水産業費 1,847,816 19.2 830,438 10.0 1,017,378 122.5
 ７商 工 費 267,302 3.2 260,600 3.2 6,702 2.6
 ８土 木 費 833,505 8.7 730,674 8.8 102,831 14.1
 ９消 防 費 398,013 4.1 389,446 4.7 8,567 2.2
 10教 育 費 813,508 8.5 966,715 11.7 △153,207 △15.8
 11災害復旧費 2 0.0 2 0.0
 12公 債 費 862,928 9.0 944,790 11.4 △81,862 △8.7
 13諸 支 出 金 33,977 0.4 33,978 0.4 △1 0.0
 14予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1
 合　計 9,618,924 100.0 8,280,274 100.0 1,338,650 16.2

 
科　目

６年度 ６年度 比　較
 予算額 構成比 予算額 構成比 予算額 増減率
 人 件 費 1,593,187 16.8 1,481,802 17.9 111,385 7.5
 物 件 費 1,540,933 16.0 1,342,958 16.2 197,975 14.7
 維持補修費 99,621 1.0 112,153 1.4 △12,582 △11.2
 扶 助 費 1,005,755 10.5 924,686 11.2 81,069 8.8
 補助費等 1,453,819 15.0 1,309,478 15.8 144,341 11.0
 消費的経費計 5,693,315 59.3 5,171,077 62.5 522,238 10.1
 補助事業 254,794 2.6 288,439 3.5 △33,645 △11.7
 単独事業 1,856,656 19.3 966,845 11.7 889,811 92.0
 県営事業 36,375 0.4 18,000 0.2 18,375 102.1
 災害復旧事業 2 0.0 2 0.0 0.0
 投資的経費計 2,147,827 22.3 1,273,286 15.4 874,541 68.7
 積 立 金 62,159 0.6 42,511 0.5 19,648 46.2
 投資・出資金 0 6,000 0.1 △6,000 △100.0

 貸 付 金 100,000 1.0 100,000 1.2 0.0
 繰 出 金 742,695 7.7 732,610 8.8 10,085 1.4
 公 債 費 862,928 9.0 944,790 11.4 △81,862 △8.7
 そ の 他 計 1,767,782 18.3 1,825,911 22.0 △58,129 △3.2
 予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0.0
 合　計 9,618,924 100.0 8,280,274 100.0 1,338,650 16.2
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（３）令和５年度決算に基づく財政指数等 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
 区　分 令和５年度 令和４年度 比　較
 

普
通
交
付
税
算
定

基 準 財 政 需 要 額 4,480,033 4,377,247 102,786

 
基 準 財 政 収 入 額 1,877,373 1,860,244 17,129

 臨時財政対策債発行可能額 29,071 62,144 △33,073
 

標 準 財 政 規 模 

（臨時財政対策債発行可能額を含む）
4,980,028 4,908,912 71,116

 財政力指数（３ヵ年平均） 0.416 0.418 △0.002

 

地
方
財
政
状
況
調
査

普通会計歳入総額 9,468,683 8,746,225 722,458

 
普通会計歳出総額 9,010,772 8,172,392 838,380

 翌年度へ繰り越すべき財源 54,608 83,097 △28,489
 実 質 収 支 403,303 490,736 △87,433
 

実 質 収 支 比 率 8.1 10.0 △1.9

 経 常 収 支 比 率 88.0 82.7 5.3
 経常収支比率（再掲） 

（減収補てん債及び臨時財政対策債を経常

一般財源等から除いた経常収支比率）

88.5 82.7 5.8

 
地 方 債 現 在 高 7,943,986 7,534,562 409,424

 うち臨時財政対策債現在高 2,233,475 2,487,657 △254,182
 債 務 負 担 行 為 額 

（翌年度以降の支出予定額）
1,257,408 1,409,943 △152,535

 
積 立 金 現 在 高 2,081,605 2,109,523 △27,918

 うち財政調整基金現在高 1,043,314 1,203,314 △160,000
 

健
全
化
判
断　

比
率
算
定

実質公債費比率（３ヵ年平均） 6.0 5.2 0.8
 

実質公債費比率（単年度） 6.6 5.9 0.7
 

将 来 負 担 比 率 8.1 6.0 2.1


